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１ はじめに 

 

市町村などの地方公共団体の予算、決算、会計制度は、地方自治法等の法令により、その調整

方法や処理方法が規定されています。これらは、民間企業で採用されている「発生主義会計」に

対して、「現金主義会計」と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置いたものとなっています。 

しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の資産・負債の実態をつかみにくいことから、

発生主義の考え方を取り入れた財務書類の作成が求められていました。 

国は、平成 27年 1月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、一部事務組合

を含む全ての地方公共団体に対して、平成 30年（2018年）3月までに統一的な基準による財務書

類の作成・公表を行うよう求めました。 

これを受けて胎内市では、平成 28 年度（2016 年度）決算から統一的な基準による財務書類を

作成し公表しています。 

統一的な基準による財務書類により従来の現金主義では把握できない資産・負債や減価償却費

など現金支出を伴わないコストも含めたフルコストの把握が可能になりました。 

また、財務書類の作成方法が統一されたことで、他団体との比較が容易になりました。 

 

 

２ 財務書類の基本的事項 

 

① 財務諸表の種類と相互関係 

  ⑴ 貸借対照表（BS：Balance Sheet） 

   貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）

を表示したものです。 

行政サービスの提供や経済的便益の元となる資産、借入金など将来返済する必要があ

る負債、資産から負債を差し引いた正味の資産である純資産の状況がわかります。 

貸借対照表は、胎内市の取引を二面的にとらえて複式簿記により記帳したもので、借

方と貸方のそれぞれの合計（資産＝負債＋純資産）が等しくなるので、「バランスシート」

とも呼ばれます。 

 

  ⑵ 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement） 

   行政コスト計算書とは、1 年間の活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービス

に伴う経費と、そのサービスの対価として得た財源（使用料・手数料等）の対比を示し

たものです。 

 

⑶ 純資産変動計算書（NW：Net Worth statement） 

   純資産変動計算書とは、貸借対照表（BS）の純資産の 1年間の変動を表したものです。 

胎内市が保有する純資産（資産と負債の差額）が 1 年間でどのように増えたり、減った

りしたかがわかります。 
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⑷ 資金収支計算書（CF：Cash Flow statement） 

   資金収支計算書とは、貸借対照表の現金預金の 1年間の収支を表したものです。 

胎内市が保有する資産のうち、現金預金がどう集められ、どう使われたかがわかります。 

 

財務諸表は、貸借対照表（BS）、行政コスト計算書（PL）、純資産変動計算書（NW）、資金収支計

算書（CF）の 4表で構成され、以下の関係で繋がっています。 

 

 

 

 

※１貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度

末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

※２貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資

産変動計算書の期末残高と対応します。 

※３行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

出典：財務書類作成要領（総務省） 
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対象となる会計（団体）

一般会計

黒川診療所運営事業特別会計

鹿ノ俣発電所運営事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計

地域産業振興事業特別会計

公共下水道事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

新潟県市町村総合事務組合

新潟県後期高齢者医療広域連合

新発田地域広域事務組合

新発田地域老人福祉保健事務組合

下越障害福祉事務組合

下越土地開発公社

新潟製粉（株）

新潟フルーツパーク（株）

胎内高原ハウス（株）

（株）胎内リゾート

作成区分

全
体
財
務
書
類

連
結
財
務
書
類

一
般
会
計
等
財
務
書
類

一般会計

区　　分

公
営
企
業
会
計

特別会計

一部事務組合・
広域連合

第三セクター

地方三公社

公
営
事
業
会
計

② 作成の対象となる団体（会計） 

  統一的な基準により作成する財務書類は対象範囲が異なる３つの区分により作成してい

ます。 
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（単位：百万円）

固定資産 48,060 固定負債 21,456

有形固定資産 45,985 地方債 17,641

事業用資産 31,185 長期未払金 28

インフラ資産 14,231 退職手当引当金 3,423

物品 569 損失補償等引当金 108

無形固定資産 2 その他 256

投資その他の資産 2,073 流動負債 2,321

投資及び出資金 213 １年内償還予定地方債 1,933

投資損失引当金 △ 116 未払金 18

長期延滞債権 107 賞与等引当金 171

基金 1,900 預り金 109

徴収不能引当金 △ 31 その他 90

流動資産 1,400 23,777

現金預金 668 純資産 25,683

未収金 27 固定資産等形成分 48,774

基金 715 余剰分 △ 23,091

徴収不能引当金 △ 10 25,683

49,460 49,460負債及び純資産合計

負債合計

資産合計

純資産合計

３ 一般会計等財務書類の構成・概要 

 

 ① 貸借対照表（平成３０年３月３１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇資産の内訳 

資産の総額は 495 億円（市民一人当たり 167 万円）であり、「有形固定資産」の占める

割合が高く 460億円（93.0％／市民一人当たり 155万円）となっており、そのうち庁舎や

学校などの「事業用資産」が 312 億円（63.1％／市民一人当たり 105 万円）、道路や公園

などの「インフラ資産」が 142億円（28.8％／市民一人当たり 48万円）を占めています。

「現金預金」や「基金」などの「流動資産」は 14億円（2.8％／市民一人当たり 4万円）

を占めています。 

   

〇負債・純資産の内訳 

   負債・純資産合計 495 億円のうち、借入金である「地方債」が 176 億円（35.7％／市民

一人当たり 60万円）、「１年以内償還地方債」19億円（3.9％／市民一人当たり 7万円）と

負債の総額 238億円（48.1％／市民一人当たり 80万円）の大半を占めています。資産から

負債を差し引いた「純資産」は 257億円（51.9％／市民一人当たり 87万円）となっていま

す。 

※平成 30年 3月 31日現在の住民基本台帳人口 29,611人 
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（単位：百万円）

経常費用 14,025

業務費用 8,312

人件費 2,356

物件費等 5,629

その他の業務費用 327

移転費用 5,713

補助金等 3,175

社会保障給付 1,446

他会計への繰出金 1,078

その他 14

経常収益 815

　 使用料及び手数料 315

その他 500

13,210

臨時損失 10

臨時利益 4

13,216

純経常行政コスト

純行政コスト

（単位：百万円）

25,156

純行政コスト △ 13,216

財源 12,604

税収等 9,637

国県等補助金 2,967

本年度差額 △ 612

固定資産等の変動 ー

資産評価差額 ー

無償所管換等 1,957

その他 △ 818

本年度純資産変動額 527

25,683

前年度末純資産残高

本年度純資産残高

 ② 行政コスト計算書（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  経常費用の総額 140億円のうち、人件費や物件費等の「業務費用」が 83億円、補助金等や

社会保障給付などの「移転費用」が 57 億円となっており、「経常収益」においては、使用料

や手数料などで 8 億円となっています。収支不足である「純行政コスト」132 億円（市民一

人当たり 44万円）は、市税や地方交付税などの一般財源や国や県からの補助金を充てていま

す。内訳については純資産変動計算書に表示されています。 

 

 ③ 純資産変動計算書（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 
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（単位：百万円）

業務活動収支 705

業務支出 12,327

業務収入 13,032

臨時支出 ー

臨時収入 ー

投資活動収支 △ 662

投資活動支出 1,908

投資活動収入 1,246

財務活動収支 41

財務活動支出 2,133

財務活動収入 2,174

84

475

559

103

6

109

668本年度末現金預金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

行政サービスに要した費用のうち、直接的な対価によって賄うことができなかった収支不

足額である「純行政コスト」132 億円が税収等 96 億円、国県等補助金 30 億円によって補填

されています。そのほか年度中に判明した固定資産の増減等による純資産の増加があり、純

資産は 5億円増加し、257億円となりました。 

 

④ 資金収支計算書（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 業務活動収支の区分には、経常活動に伴い継続的に発生する資金収支を表示します。「業務

活動支出」は 123 億円で、税収等の「業務収入」は 130 億円であり、7 億円の黒字となって

います。 

投資活動支出の区分には、資本形成活動に伴い臨時・特別に発生する資金収支を表示して

います。公共施設等整備費支出などの「投資活動支出」は 19億円で、基金取崩収入や投資活

動支出に充てた国県等補助金などの「投資活動収入」は 12億円であり、7億円の赤字となっ

ています。 

財務活動収支の区分には、負債の管理に係る資金収支を表示しています。地方債の元本償

還額などを示す「財務活動支出」は 21億円で、地方債発行による収入額等を示す「財務活動

収入」は 22億円であり、1億円の黒字となっています。 

本年度末現金預金残高は前年度に比べ 1 億円増加の 6 億円となり、歳計外現金残高と合わ

せると 7億円になっています。 
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平成28年度 平成29年度

資産合計（千円） 48,620,883 49,459,759

歳入総額（千円） 15,029,884 16,926,939

歳入額対資産比率（年） 3.23 2.92

平成28年度 平成29年度

減価償却累計額（千円） 32,890,146 39,637,189

償却資産の取得価額（千円） 68,228,231 75,315,136

有形固定資産減価償却率（％） 48.2 52.6

４ 一般会計等財務書類の分析 

  

統一的な基準による地方公会計の整備により、地方公共団体が保有する資産・負債等に関する

指標を算出することで、地方公共団体の財政状況を多角的に分析することが可能になりました。 

 

① 資産形成度を表す指標 

 

⑴ 歳入額対資産比率 

   当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の

度合いを図ることができます。 

 

  ◆歳入額対資産比率（年）＝資産合計÷歳入総額 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出するこ

とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを全体として把握す

ることができます。 

 

 ◆有形固定資産減価償却率（％）＝減価償却累計額÷償却資産の取得価額（※１） 

※１ 償却資産の取得価額＝有形固定資産（物品を除く）－非償却資産＋減価償却累計額 
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平成28年度 平成29年度

純資産（千円） 25,156,008 25,682,875

資産合計（千円） 48,620,883 49,459,759

純資産比率（％） 51.7 51.9

平成28年度 平成29年度

地方債（千円） 12,303,345 12,437,609

有形・無形固定資産（千円） 44,591,133 45,986,337

社会資本形成の将来世代負担比率（％） 27.6 27.0

② 世代間公平性を表す指標 

 

⑴ 純資産比率 

純資産比率とは、資産に対する純資産の割合により将来世代と現世代との間での負担割

合を表す指標です。この比率の減少は将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、

増加は現世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味する

と捉えることができます。 

 

  ◆純資産比率（％）＝純資産÷資産合計 

 

 

 

 

 

 

  

 ⑵ 社会資本形成の将来世代負担比率 

   社会資本として形成してきた土地や建物、インフラ整備などの公共資産のうち、将来の

償還等が必要な地方債によって調達された割合を占める指標です。 

 

 ◆社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債（※２）÷有形・無形固定資産合計 

※２ 社会資本形成の財源にならない臨時財政対策債、減税補填債等の地方債を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 持続可能性を表す指標 

 

⑴ 地方債の償還可能年数 

地方債残高が償還財源上限額（資金収支計算書における業務活動収支の黒字分）の何年

分に相当するかを表す指標で、債務償還能力は、債務償還可能年数が短いほど高いといえ

ます。 
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平成28年度 平成29年度

純行政コスト（千円） 12,776,382 13,215,780

財源（千円） 12,202,166 12,604,001

純行政コスト対税収等比率（％） 104.7 104.9

平成28年度 平成29年度

経常収益（千円） 725,569 815,021

経常費用（千円） 13,408,245 14,025,397

受益者負担比率（％） 5.4 5.8

平成28年度 平成29年度

地方債（千円） 19,436,353 19,573,662

業務活動収支（千円） 777,765 705,335

地方債の償還可能年数（年） 25.0 27.8

 ◆地方債の償還可能年数＝地方債÷業務活動収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 弾力性を表す指標 

 

 ⑴ 純行政コスト対税収等比率 

 税収等の財源に対する純行政コストの比率を算出することにより、税収等のうちどのく

らいの割合が資産形成を伴わない行政コストとして費消されたかを把握することができま

す。 

 

  ◆純行政コスト対税収等比率＝純行政コスト÷財源（税収等、国県等補助金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 効率性の分析 

 

 ⑴ 受益者負担比率 

 経常収益と経常費用を比較することにより、行政サービスの提供に対する使用料や手数

料などの受益者負担の割合を算出することができます。 

 

  ◆受益者負担比率＝経常収益÷経常費用 

 

 

 

    

 

    


